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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．当社は、第７期中間連結会計期間が半期報告書の提出初年度であり、当該中間連結会計期間より証券取引法

第193条の２の規定に基づく中間監査を受けているため、それ以前については記載しておりません。 

２．第６期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

     ３．売上高には消費税等は含まれておりません。 

     ４．平成17年５月20日付で、株式１株につき２株の株式分割を行なっております。  

回次 第５期中 第６期中 第７期中 第５期 第６期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（千円） － － 2,986,983 － 5,400,061 

経常利益（千円） － － 132,405 － 494,938 

中間（当期）純利益（千円） － － 66,656 － 265,601 

純資産額（千円） － － 1,539,634 － 1,575,747 

総資産額（千円） － － 2,425,722 － 2,600,231 

１株当たり純資産額（円） － － 63,322.94 － 130,297.50 

１株当たり中間（当期）純利

益金額（円） 
－ － 2,792.12 － 21,954.87 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
－ － 2,720.71 － 21,266.28 

自己資本比率（％） － － 63.5 － 60.6 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ － △98,613 － 360,599 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ － △58,665 － △176,877 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ － △75,355 － 718,632 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
－ － 1,354,996 － 1,587,630 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 

（人） 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

509 

(49) 

－ 

(－) 

447 

(49) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．当社は、第７期中間会計期間が半期報告書の提出初年度であり、当該中間会計期間より証券取引法第193条

の２の規定に基づく中間監査を受けているため、それ以前については記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益は、第５期においては、関係会社の損益等からみて重要性が乏しいため、

記載しておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額は、第５期においては、新株予約権残高は存在するもの

の当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中平均株価が把握できませんので記載して

おりません。 

     ５．平成17年５月20日付で、株式１株につき２株の株式分割を行なっております。 

回次 第５期中 第６期中 第７期中 第５期 第６期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（千円） － － 2,974,048 3,860,895 5,383,358 

経常利益（千円） － － 140,204 317,834 502,390 

中間（当期）純利益（千円） － －   265,884 271,221 

持分法を適用した場合の投資

利益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） － － 834,700 550,000 813,500 

発行済株式総数（株） － － 24,314 10,342 11,892 

純資産額（千円） － － 1,556,251 589,184 1,585,806 

総資産額（千円） － － 2,438,757 1,432,239 2,605,677 

１株当たり純資産額（円） － － 64,006.41 56,970.09 131,143.34 

１株当たり中間（当期）純利

益金額（円） 
－ － 3,066.86 25,709.20 22,470.37 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
－ － 2,988.42 － 21,765.61 

１株当たり中間（年間）配当

額（円） 
－ － 2,500.00 － 10,000.00 

自己資本比率（％） － － 63.8 41.1 60.9 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ － － 374,717 － 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ － － △41,717 － 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ － － △36,000 － 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
－ － － 680,331 － 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 

（人） 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

503 

(49) 

329 

(24) 

441 

(49) 



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社及び当社の子会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外部への出向者を除き、グループ外からの出向者を含んで

おります。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含みます。）は、当中間

連結会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。 

     ３．従業員数が当中間連結会計期間中において62名増加しておりますが、主として業務拡大に伴う定期及び期中

      採用によるものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇

用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含みます。）は、当中間会計期間の平均人員を外数

（ ）で記載しております。 

２．従業員数が当中間会計期間中において62名増加しておりますが、主として業務拡大に伴う定期及び期中採用

によるものであります。 

(3）労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

確認検査事業 298 （32） 

住宅性能評価事業 108 （5） 

その他事業 25 （1） 

全社（共通） 78 （11） 

合計 509 （49） 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 503（49） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益が比較的に堅調な推移を示し、勤労者所得も緩やかな回復

に向かいました。他方、原油や素材価格の高騰により、景気の各指標も一進一退の状況にあり、依然として厳しい

環境の下にありました。 

 新設住宅の着工戸数は、当中間連結会計期間の実績が64万戸と前年度に引続き緩やかに増加を示しました。 

  このような環境下で当社グループは、第二の発展ステージに向けて、平成17年度のテーマを「社会的ニーズの引

受の推進とERIブランドの確立」及び「耐震、防災への取り組み強化」と定め、次のような施策を推し進めてまい

りました。 

 耐震・防災への取り組み強化として、平成17年7月に東京都と契約を締結し、耐震改修促進法の判定業務に参入

しました。また、平成17年7月には初の民間企業として製造者認証業務(建築基準法・住宅品確法)を開始し、建築

物及び住宅の型式認定・認証に係る業務を住宅事業者に川上から川下に亘ってワンストップで提供できるようにな

るとともに、民間ならではのサービスを提供することにより、業界全体の品質の向上に努めてまいります。 

 支店網の整備・拡張においては、平成17年4月に宇都宮支店、5月に松本支店、7月に高松支店、9月に神戸支店を

新たに開設したほか、東京支店を日本橋に移転し、利便性の向上を図りました。この結果、平成17年9月末におけ

る全国の支店網は22を数えるまでになりました。 

 これにより、当社グループの主力事業である建築基準法に基づく建築物の確認検査業務と住宅品確法に基づく住

宅性能評価業務における顧客の利便性を高めていくとともに、建築の検査・評価に係る「ワンストップサービス」

を全国で提供できる唯一の機関として、他機関との差別化を追求してまいります。 

 また、ソリューション事業については、不動産投信の設定に伴う建築物の検査への需要増加により、デューデリ

ジェンス業務が引続き急拡大しました。同業務は今後も高成長が見込まれることから、顧客ニーズに対応すべく体

制強化を図っております。 

 こうした取り組みの結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高は2,986百万円、営業利益は127百万円、経常利

益は132百万円、中間純利益は66百万円となりました。 

 事業の種類別セグメントの状況は次のとおりであります。 

 (確認検査事業) 

  既存店における売上高が概ね順調に拡大を続けたことに加え、新設店における売上高も寄与し、確認検査事業全

体の売上高は1,855百万円と大幅に増加しました。 

 なお、確認検査業務におきましては、有資格者(確認検査員)の量的確保が業務拡大の鍵になることから、従業員

の資格取得を積極的に支援し、かつ、外部からの有資格者採用にも努めてまいりました。これらが奏功し、確認検

査員は当中間連結会計期間中に26人増加し、165人になりました。 

 (住宅性能評価事業) 

 共同住宅の取扱戸数も増加しましたが、戸建住宅が大きく伸長し、住宅性能評価事業全体の売上高は661百万円

になりました。 

 (その他事業) 

 その他業務においては、構造評定事業が順調に伸長を続けるとともに、金融関連の堅調な需要を背景として、デ

ューデリジェンス業務は急拡大いたしました。その結果、その他事業の売上高は469百万円になりました。 

 なお、当中間連結会計期間は中間連結財務諸表作成初年度であるため、前年同期との比較分析は行っておりませ

ん。 

 また、当社グループの売上高(又は営業費用)は、通常の営業の形態として、上半期に比べ下半期に建築物の竣工

が多いため、連結会計年度の上半期の売上高(又は営業費用)と下半期の売上高(又は営業費用)との間に著しい相違

があり、上半期と下半期の業績に季節的変動があります。  

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期末における現金および現金同等物の残高は1,354百万円となりました。 

 当中間連結会計期末における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 (営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、98百万円の支出となりました。これは主に、税金等調整前中間純利益

132百万円の計上及び前受金の増加 79百万円があったものの、法人税等の支払 203百万円及び未払金の減少 67百

万円があったこと等によるものです。 

 (投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、58百万円の支出となりました。これは主に、無形固定資産の取得による

支出 30百万円、差入保証金の支出 23百万円によるものです。 



 (財務活動によるキャッシュ・フロー) 

  財務活動によるキャッシュ・フローは、75百万円の支出となりました。これは主に、配当金の支払 117百万円と

株式発行による収入 42百万円によるものです。 

 なお、当中間連結会計期間は中間連結財務諸表作成初年度であるため、前年同期との比較分析は行っておりませ

ん。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社グループの業務は、確認検査業務、住宅性能評価業務等であり、生産実績を定義することが困難であるた

め、生産実績の記載はしておりません。 

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．その他業務については、評定業務及びソリューション業務のみを記載しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．当中間連結会計期間は中間連結財務諸表の作成初年度であるため、前年同期との比較分析は行っておりませ

ん。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．当中間連結会計期間は中間連結財務諸表の作成初年度であるため、前年同期との比較分析は行っておりませ

ん。 

     ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間においては当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

平成17年11月に発生した構造計算書偽装事件の再発防止のため、以下の取り組みを実施します。 

① 構造審査の体制の強化と審査マニュアルの充実・徹底への注力 

 体制強化については、平成18年4月までに構造審査専任職員（1級建築士）を50名以上とし、確認検査員（建築基準

 適合判定資格者）の数も200名以上確保するように努めます。  

② 構造審査において構造計算の内容まで検証できる体制の構築 

 構造計算ソフトを全社的に導入し、当社の構造審査の過程で構造計画・計算に疑義が生じたもの等について、必要

 に応じて、設計者から計算に使用したデータの提供を求め、自ら計算ソフトを走らせてその計算結果を検証するこ

 とといたします。 

③ 業務監査の強化 

 当社で実施している内部監査に加え、外部の専門的第三者による業務監査導入を検討します。業務上の守秘義務問

 題を解決する必要がありますが、他の民間確認検査機関にも呼びかけて、共通する枠組みの組成に努めます。 

④ 住宅性能表示制度の普及への努力 

 当社は、かねてより、マンションの構造評価については義務化すべきであるという提言を行ってきましたが、今回

 の犯罪は住宅性能表示を実施していれば防止できた可能性が高いと思われます。こうした観点から、住宅性能表示

 制度の普及に一層注力いたします。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

 確認検査業務 1,860,151 - 173,719 - 

 住宅性能評価業務 738,315 - 409,906 - 

 その他業務(注) 259,458 - 50,204 - 

合計 2,857,924 - 633,829 - 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

確認検査業務 1,855,477 － 

住宅性能評価業務 661,705 － 

その他業務 469,800 － 

合計 2,986,983 － 



５【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」欄には、平成17年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使によ

り発行されたものは含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

 当社は、商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行しております。 

 （注）１．新株予約権の数および新株予約権の目的となる株式の数の調整について 

新株予約権発行後、株式の分割または併合が行われる場合は、次の算式により未行使の新株予約権の目的た

る株式の数を調整し、0.01株未満の株式は切り捨てる。 

 調整後株式数＝調整前株式数×株式分割・併合の比率 

なお、株式の数の調整を行った場合は、新株予約権の数についても同様の調整を行う。 

２．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価額の調整について 

新株予約権発行後、時価を下回る価額による新株の発行（当社および当社グループ会社の取締役および従業

員に対する無償の新株予約権の行使による場合を除く。）が行われる場合は、次の算式により払込をなすべ

き金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 95,000 

計 95,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月28日） 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 24,314 24,314 ジャスダック証券取引所 - 

計 24,314 24,314 - - 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 270（注）１ 270（注）１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 270（注）１ 270（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株につき 80,000（注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年６月19日 

～平成25年６月17日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  80,000 

資本組入額 40,000 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ 同左 



また、新株予約権発行後、株式の分割または併合が行われる場合、払込金額は分割または併合の比率に応じ

比例的に調整されるものとし、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。 

３．新株予約権の行使の条件 

① 各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

② 権利行使時において、当社または当社の子会社の取締役又は従業員の地位にあることを要する。 

③ その他の権利行使の条件については、取締役会において決定する。 

４．新株予約権の譲渡制限 

新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要するものとする。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 (注) 1.平成17年5月20日付の株式分割（1：2）による新株式 11,892株発行により発行済株式総数は11,892株増加してお

    ります。 

   2.新株予約権行使による新株式 530株発行により、発行済株式総数は530株、資本金は21,200千円、資本準備金は 

    21,200千円増加しております。 

(4）【大株主の状況】 

  
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１株当たりの時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年４月１日 

平成17年９月30日 
12,422 24,314 21,200 834,700 21,200 580,600 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株） 
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

鈴木 崇英 東京都世田谷区赤堤5-11-22 2,107 8.67 

日本ＥＲＩ従業員持株会 東京都港区赤坂8-5-26赤坂DSビル 1,097 4.51 

ミサワホーム株式会社 東京都杉並区高井戸東2-4-5 920 3.78 

大和ハウス工業株式会社 大阪市北区梅田3-3-5 920 3.78 

パナホーム株式会社 大阪府豊中市新千里西町1-1-4 920 3.78 

三井ホーム株式会社 東京都新宿区西新宿6-24-1 920 3.78 

積水化学工業株式会社 大阪市北区西天満2-4-4 920 3.78 

あいおい損害保険株式会社 東京都渋谷区恵比寿1-28-1 800 3.29 

中澤 芳樹 東京都世田谷区深沢7-22-7 719 2.96 

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社(信託口) 
東京都中央区晴海1-8-11  634 2.61 

計 - 9,957 40.95 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて役員の異動は、ありません。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 - - - 

議決権制限株式（自己株式等） - - - 

議決権制限株式（その他）   - - 

完全議決権株式（自己株式等） - - - 

完全議決権株式（その他） 普通株式     24,314 24,314 - 

端株 - - - 

発行済株式総数 24,314 - - 

総株主の議決権 - 24,314 - 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

- - - - - - 

計 - - - - - 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 865,000 840,000 748,000 758,000 670,000 610,000 

最低（円） 720,000 685,000 700,000 667,000 558,000 502,000 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

(3）当半期報告書は、提出初年度でありますので、前年同期との対比は行っておりません。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表につ

いて、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金  1,354,996 1,587,630   

２．売掛金  399,524 385,859   

３．たな卸資産  47,633 29,919   

４．その他  143,331 152,595   

流動資産合計  1,945,487 80.2 2,156,004 82.9

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産 ※1 39,091 37,433   

２．無形固定資産  68,769 60,286   

３．投資その他の資産    

(1）差入保証金  308,548 289,437   

(2）その他  63,825 57,069   

 計  372,373 346,507   

固定資産合計  480,234 19.8 444,226 17.1

資産合計  2,425,722 100.0 2,600,231 100.0

     
 



   
当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．未払金  102,345 169,426   

２．未払費用  247,268 241,601   

３．未払法人税等  54,761 214,129   

４．前受金  334,935 255,092   

５．その他  33,219 25,586   

流動負債合計  772,530 31.8 905,835 34.8

Ⅱ 固定負債    

１．退職給付引当金  48,575 53,815   

２．役員退職慰労引当金  63,279 61,845   

固定負債合計  111,854 4.6 115,660 4.5

負債合計  884,385 36.4 1,021,495 39.3

     

（少数株主持分）    

少数株主持分  1,702 0.1 2,988 0.1

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金  834,700 34.4 813,500 31.3

Ⅱ 資本剰余金  580,600 24.0 559,400 21.5

Ⅲ 利益剰余金  124,334 5.1 202,847 7.8

資本合計  1,539,634 63.5 1,575,747 60.6

負債、少数株主持分及び
資本合計 

 2,425,722 100.0 2,600,231 100.0

     



②【中間連結損益計算書】 

   
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高 ※3 2,986,983 100.0 5,400,061 100.0

Ⅱ 売上原価  2,167,928 72.6 3,674,954 68.1

売上総利益  819,054 27.4 1,725,107 31.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1 691,923 23.2 1,197,044 22.1

営業利益  127,131 4.2 528,062 9.8

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  123 123   

２．補助金収入  1,405 2,100   

３．受取保険配当金  2,519 1,724   

４．保険解約返戻金  1,585 －   

５．受取手数料   － 3,600   

６．雑収入  234 5,867 0.2 168 7,716 0.1

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  593 1,258   

２．新株発行費   － 11,767   

３．株式公開関連費用  － 593 0.0 27,814 40,839 0.7

経常利益  132,405 4.4 494,938 9.2

Ⅵ 特別利益    

１．預り消費税等受入  － 63,555   

２. 持分変動損益  － － － 1,431 64,986 1.2

Ⅶ 特別損失    

１. 固定資産除却損 ※2 － 9,141   

２. リース解約損  － 3,659   

３．オフィス移転費用  － － － 26,241 39,043 0.8

税金等調整前中間（当
期）純利益 

 132,405 4.4 520,882 9.6

法人税、住民税及び事
業税 

 45,045 247,180   

法人税等調整額  21,989 67,034 2.2 8,680 255,860 4.7

少数株主損失  1,285 0.0 580 0.0

中間（当期）純利益  66,656 2.2 265,601 4.9

     



③【中間連結剰余金計算書】 

  
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）   

Ⅰ 資本剰余金期首残高  559,400  97,500

Ⅱ 資本剰余金増加高   

１．増資による新株の発行  21,200 21,200 461,900 461,900

Ⅲ 資本剰余金中間期末（期
末）残高 

 580,600  559,400

    

（利益剰余金の部）   

Ⅰ 利益剰余金期首残高  202,847  △62,754

Ⅱ 利益剰余金増加高   

１．中間（当期）純利益  66,656 66,656 265,601 265,601

Ⅲ 利益剰余金減少高   

１．配当金  118,920 － 

２．役員賞与  26,250 145,170 － －

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期
末）残高 

 124,334  202,847

     



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

１．税金等調整前中間（当  
  期）純利益  

 132,405 520,882 

２．減価償却費  27,073 5,611 

３．退職給付引当金の増減  
  額 

 △5,239 2,696 

４．役員退職慰労引当金の 
  増減額  

 1,434 16,745 

５．受取利息  △123 △123 

６．支払利息  593 1,258 

７．売上債権の増減額  △13,665 △100,316 

８．たな卸資産の増減額  △17,714 △6,565 

９．未払金の増減額  △67,081 53,959 

10．未払費用の増減額  5,667 18,323 

11．前受金の増減額  79,843 85,112 

12．その他  △11,989 △31,541 

小計  131,203 566,043 

13．利息及び配当金の受取額  123 123 

14．利息の支払額  △593 △1,258 

15．役員賞与の支払額  △26,250 － 

16．法人税等の支払額  △203,096 △204,308 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △98,613 360,599 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

１．有形固定資産の取得によ 
  る支出 

 △7,036 △31,222 

２．無形固定資産の取得によ 
  る支出 

 △30,178 △60,295 

３．差入保証金の支出  △23,059 △143,018 

４．差入保証金の回収によ 
  る収入 

 3,949 60,731 

５．その他  △2,340 △3,072 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △58,665 △176,877 

 



   
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

１．短期借入れによる収入  305,000 470,000 

２．短期借入金の返済によ 
  る支出 

 △305,000 △470,000 

３．配当金の支払額  △117,755 － 

４．株式発行による収入   42,400 713,632 

５．その他  － 5,000 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △75,355 718,632 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増
減額 

 △232,633 902,354 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 1,587,630 685,276 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中
間期末（期末）残高 

※ 1,354,996 1,587,630 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数  １社 

連結子会社の名称 

日本住宅ワランティ株式会社 

  

連結子会社の数  １社 

連結子会社の名称 

日本住宅ワランティ株式会社 

重要性が増加したことにより、当連結会

計年度から連結の範囲に含めることとい

たしました。 

２．持分法の適用に関する事

項 

該当事項はありません。 同左 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

すべての連結子会社の中間期の末日は、

中間連結決算日と一致しております。 

すべての連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

たな卸資産  

仕掛品  

個別法による原価法を採用しておりま

す  

たな卸資産 

仕掛品 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 イ 有形固定資産 

定率法を採用しております。  

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。  

建物      10～15年  

工具器具備品  ５～20年  

イ 有形固定資産 

定率法を採用しております。  

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。  

建物      ６～18年  

工具器具備品  ５～20年  

  ロ 無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によってお

ります。 

ロ 無形固定資産 

同左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 

債権等の貸倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しておりま

す。なお、当中間連結会計期間にお

いては該当がないため計上しており

ません。 

イ 貸倒引当金 

債権等の貸倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しておりま

す。なお、当連結会計年度において

は該当がないため計上しておりませ

ん。 

 ロ 退職給付引当金 

当社は従業員の退職給付に備えるた

め、当中間連結会計期間末における

退職給付債務（簡便法）に基づき計

上しております。 

ロ 退職給付引当金 

当社は従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退職

給付債務（簡便法）に基づき計上し

ております。 

 ハ 役員退職慰労引当金 

当社は役員の退職慰労金の支給に備

えるため、役員退職慰労金規程に基

づく中間期末要支給額を計上してお

ります。 

ハ 役員退職慰労引当金 

当社は役員の退職慰労金の支給に備

えるため、役員退職慰労金規程に基

づく期末要支給額を計上しておりま

す。 

 



項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

(5）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための重要な事項 

消費税等の処理方法 

消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

なお、当社は資産にかかる控除対象外

消費税等は当中間連結会計期間の負担

すべき期間費用として処理しておりま

す。 

消費税等の処理方法 

同左 

  

なお、当社は資産にかかる控除対象外

消費税等は当連結会計年度の負担すべ

き期間費用として処理しております。  

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

手許現金、随時引出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ケ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。 

同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準）         

 当中間連結会計期間より、固定資産の減損に係る会計基

準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会、平成14年8月9日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第6号、平成15年10月31日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響はありません。 

  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 ※1 有形固定資産の減価償却累計額 

 13,507千円  8,129千円 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※1 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

は次のとおりであります。  

※1 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

は次のとおりであります。  

役員報酬   63,112千円 

給与手当   219,086 

退職給付費用  12,222 

役員退職慰労引当金繰入額   9,134 

    

役員報酬  96,600千円 

給与手当   352,703 

退職給付費用   17,193 

役員退職慰労引当金繰入額   16,745 

    

※2           ――    ※2 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。  

  

  

建物 8,795千円 

工具器具備品  345 

計  9,141 

※3 当社グループの売上高（又は営業費用）は、通常の

営業の形態として、上半期に比べ下半期に建築物の

竣工が多いため、連結会計年度の上半期の売上高

（又は営業費用）と下半期の売上高（又は営業費

用）との間に著しい相違があり、上半期と下半期の

業績に季節的変動があります。  

※3           ―― 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借

対照表に記載されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借

対照表に掲記されている現金及び預金勘定は一致し

ております。    

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている現金及び預金勘定は一致しておりま

す。    

    



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度末（平成17年３月31日現在） 

 該当事項はありません。 

（デリバティブ取引関係） 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

 デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

前連結会計年度末（平成17年３月31日現在） 

 デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

中間期末残
高相当額 
（千円） 

建物 23,639 2,279 21,360
工具器具備品 209,952 81,991 127,961
ソフトウェア 13,645 1,023 12,622

合計 247,238 85,294 161,943

取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具備品 250,183 127,938 122,245
ソフトウェア 35,010 35,010 －

合計 285,194 162,949 122,245

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 44,278千円

１年超 120,873千円

合計 165,151千円

１年内 35,400千円

１年超 89,199千円

合計 124,600千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 24,682千円

減価償却費相当額 22,380千円

支払利息相当額 3,015千円

支払リース料 106,579千円

減価償却費相当額 99,637千円

支払利息相当額 6,207千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。     

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左  

(5）利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。   

(5）利息相当額の算定方法 

同左  

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料  未経過リース料 

１年内 6,304千円

１年超 6,544千円

合計 12,849千円

  

１年内 2,042千円

１年超 2,451千円

合計 4,493千円



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．その他事業には、住宅金融公庫融資住宅の審査・適合証明、超高層建築物の構造評定、共同住宅の音環境評

価、土壌汚染調査、不動産取引等におけるデューディリジェンス（調査）やインスペクション（検査）、瑕

疵保証保険の取次ぎや建築資金支払管理などが含まれております。 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．その他事業には、住宅金融公庫融資住宅の審査・適合証明、超高層建築物の構造評定、共同住宅の音環境評

価、土壌汚染調査、不動産取引等におけるデューディリジェンス（調査）やインスペクション（検査）、瑕

疵保証保険の取次ぎや建築資金支払管理などが含まれております。 

【所在地別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  
確認検査事
業（千円） 

住宅性能評
価事業 
（千円） 

その他事業 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 1,855,477 661,705 469,800 2,986,983 － 2,986,983 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
- - 1,328 1,328 (1,328) - 

計 1,855,477 661,705 471,128 2,988,311 (1,328) 2,986,983 

営業費用 1,736,675 676,982 447,522 2,861,179 (1,328) 2,859,851 

営業利益又は営業損失(△) 118,801 △15,277 23,606 127,131 - 127,131 

  
確認検査事
業（千円） 

住宅性能評
価事業 
（千円） 

その他事業 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 3,435,111 1,308,460 656,490 5,400,061 - 5,400,061 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
- - 35 35 (35) - 

計 3,435,111 1,308,460 656,525 5,400,096 (35) 5,400,061 

営業費用 2,943,586 1,296,589 631,858 4,872,034 (35) 4,871,999 

営業利益 491,524 11,871 24,666 528,062 - 528,062 



前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 63,322円94銭 

１株当たり中間純利益 2,792円12銭 

潜在株式調整後１株当たり中間純
利益金額  2,720円71銭 

１株当たり純資産額 130,297円50銭 

１株当たり当期純利益金額 21,954円87銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純
利益金額 21,266円28銭 

当社は、平成17年５月20日付で株式１株につき２株の株

式分割を行っております。 

なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前連結会計年度における１株当たり情報については、

以下のとおりとなります。 

  

前連結会計年度 

１株当たり純資産額 

65,148円75銭 

１株当たり当期純利益金額 

10,977円43銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

10,633円14銭 

  

  
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり中間（当期）純利益金額     

 中間（当期）純利益（千円） 66,656 265,601 

 普通株主に帰属しない金額（千円） － 26,250 

 （うち利益処分による役員賞与金）  （－）  （26,250） 

 普通株式に係る中間（当期）純利益（千円） 66,656 239,351 

 普通株式の期中平均株式数（株） 23,873 10,902 

      

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額      

 中間（当期）純利益調整額（千円）  － － 

 普通株式増加数（株） 627 353 

 （うち新株予約権）  （627） （353） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり中間（当期）純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

－  － 



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日） 

構造計算書の偽装事件について 

 平成17年11月17日の国土交通省の発表による構造計算  

 書の偽装事件に関連して、当社は平成17年12月8日に国 

 土交通省による建築基準法に基づく立入検査を受けてお

 ります。 

 当社は建築基準法に定める業務規程および社内規程にし

 たがって審査していることを確認しておりますが、国土

 交通省の調査の結果、業務停止等の行政処分が下される

 場合があり、その内容等によっては、当社グループの業

 績に重要な影響を与える可能性があります。  

 平成17年１月24日開催の当社取締役会の決議に基づき、次 

 のように株式分割による新株式を発行しております。 

１．平成17年５月20日付をもって普通株式１株につき２株

に分割します。 

(1）分割により増加する株式数 

         普通株式      11,892株 

(2）分割方法 

  平成17年３月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に 

  記載された株主の所有株式数を、１株につき２株の割 

  合をもって分割します。 

２．配当起算日 

  平成17年４月１日 

当該株式分割が当連結会計年度期首に行われたと仮定した

場合の当連結会計年度における１株当たり情報は、以下の

とおりとなります。 

当連結会計年度 

１株当たり純資産額 

65,148円75銭 

１株当たり当期純利益金額 

10,977円43銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額  

10,633円14銭  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
当中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

構成比 

（％） 
金額（千円） 

構成比 

（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１．現金及び預金   1,344,887     1,570,485     

２．売掛金   399,741     385,859     

３．たな卸資産   47,633     29,919     

４．その他    143,614     152,239     

流動資産合計     1,935,876 79.4   2,138,503 82.1 

Ⅱ 固定資産               

１．有形固定資産 ※1 38,790     37,433     

２．無形固定資産   66,837     58,354     

３．投資その他の資産               

(1）差入保証金   308,428     289,317     

(2）その他   88,825     82,069     

計   397,253     371,387     

固定資産合計     502,880 20.6   467,174 17.9 

資産合計     2,438,757 100.0   2,605,677 100.0 

                

 



    
当中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

構成比 

（％） 
金額（千円） 

構成比 

（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１．未払金   100,666     168,015     

２．未払費用   247,268     241,601     

３．未払法人税等   54,716     213,949     

４．前受金   334,935     255,092     

５．その他   ※2 33,063     25,553     

流動負債合計     770,650 31.6   904,211 34.7 

Ⅱ 固定負債               

１．退職給付引当金   48,575     53,815     

２．役員退職慰労引当金   63,279     61,845     

固定負債合計     111,854 4.6   115,660 4.4 

負債合計     882,505 36.2   1,019,871 39.1 

                

（資本の部）               

Ⅰ 資本金     834,700 34.2   813,500 31.2 

Ⅱ 資本剰余金               

１．資本準備金   580,600     559,400     

資本剰余金合計     580,600 23.8   559,400 21.5 

Ⅲ 利益剰余金               

１．中間（当期）未処分利

益 
  140,951     212,906     

利益剰余金合計     140,951 5.8   212,906 8.2 

資本合計     1,556,251 63.8   1,585,806 60.9 

負債及び資本合計     2,438,757 100.0   2,605,677 100.0 

                



②【中間損益計算書】 

    

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

百分比 

（％） 
金額（千円） 

百分比 

（％） 

Ⅰ 売上高 ※5   2,974,048 100.0   5,383,358 100.0 

Ⅱ 売上原価     2,154,328 72.5   3,657,387 67.9 

売上総利益     819,719 27.5   1,725,971 32.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費     684,765 23.0   1,190,370 22.1 

営業利益     134,953 4.5   535,600 10.0 

Ⅳ 営業外収益 ※1   5,844 0.2   7,630 0.1 

Ⅴ 営業外費用 ※2   593 0.0   40,839 0.8 

経常利益     140,204 4.7   502,390 9.3 

Ⅵ 特別利益 ※3   － －   63,555 1.2 

Ⅶ 特別損失 

  
※4   － －   39,043 0.7 

税引前中間（当期）純

利益 
    140,204 4.7   526,902 9.8 

法人税、住民税及び事

業税 
  45,000     247,000     

法人税等調整額   21,989 66,989 2.2 8,680 255,680 4.8 

中間（当期）純利益     73,215 2.5   271,221 5.0 

前期繰越利益又は前期

繰越損失（△） 
    67,736     △58,315   

中間（当期）未処分利

益 
    140,951     212,906   

                



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法を採用してお

ります。 

(1）有価証券 

子会社株式 

同左 

 (2）たな卸資産 

仕掛品 

個別法による原価法を採用しておりま

す。 

(2）たな卸資産 

仕掛品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物      10～15年 

工具器具備品  ５～20年 

(2) 無形固定資産  

定額法を採用しております。  

なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間(5

年)に基づく定額法によっておりま

す。 

(!) 有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物      ６～18年 

工具器具備品  ５～20年 

(2) 無形固定資産  

同左  

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権等の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については、

個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。なお、当

中間会計期間においては該当がないた

め計上しておりません。 

(1）貸倒引当金 

債権等の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については、

個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。なお、当

事業年度においては該当がないため計

上しておりません。 

 (2）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当中

間会計期間末における退職給付債務

（簡便法）に基づいて計上しておりま

す。 

(2）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務（簡便

法）に基づいて計上しております。 

 (3）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、役員退職慰労金規程に基づく中間

期末要支給額を計上しております。 

(3）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、役員退職慰労金規程に基づく期末

要支給額を計上しております。 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の処理方法 

消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

なお、資産にかかる控除対象外消費税

等は当中間会計期間の負担すべき期間

費用として処理しております。 

消費税等の処理方法 

同左 

  

なお、資産にかかる控除対象外消費税

等は当事業年度の負担すべき期間費用

として処理しております。  



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準） ────── 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会、平成14年8月9日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第6号、平成15年10月31日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響はありません。 

  

    



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 

13,453千円 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 

8,129千円 

※2 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺の上、流動

負債の「その他」に含めて表示しております。 

※2           ――          

  

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※1  営業外収益のうち主要なもの ※1  営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 123千円

補助金収入 1,405千円

受取保険配当金 2,519千円

保険解約返戻金 1,585千円

受取利息 122千円

補助金収入 2,100千円

受取保険配当金 1,724千円

受取手数料 3,600千円

※2  営業外費用のうち主要なもの ※2  営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 593千円 支払利息 1,258千円

※3           ―― ※3  特別利益のうち主要なもの 

 預り消費税等受入 63,555千円

※4           ―― ※4  特別損失のうち主要なもの 

   固定資産除却損 

  建物  8,795千円

工具器具備品  345千円

計  9,141千円

  リース解約損 3,659千円

  オフィス移転費用 26,241千円

※5  当社の売上高（又は営業費用）は、通常の営業の  

   形態として、上半期に比べ下半期に建築物の竣工 

   が多いため、会計年度の上半期の売上高（又は営 

   業費用）と下半期の売上高（又は営業費用）との 

   間に著しい相違があり、上半期と下半期の業績に 

   季節的変動があります。   

   

※5           ―― 

 6  減価償却実施額  6  減価償却実施額 

有形固定資産 5,324千円

無形固定資産 21,698千円

有形固定資産 5,068千円

無形固定資産 66千円



（リース取引関係） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 
取得価額相当
額 
(千円) 

減価償却累計
額相当額 
（千円) 

中間期末残高
相当額 
(千円) 

建物 23,639 2,279 21,360 

工具器具備品 209,952 81,991 127,961 

ソフトウェア 13,645 1,023 12,622 

合計 247,238 85,294 161,943 

 
取得価額相当
額 
(千円) 

減価償却累計
額相当額 
(千円) 

期末残高相当
額 
(千円) 

工具器具備品 250,183 127,938 122,245 

ソフトウェア 35,010 35,010 － 

合計 285,194 162,949 122,245 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 44,278千円

１年超 120,873千円

合計 165,151千円

１年内 35,400千円

１年超 89,199千円

合計 124,600千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 24,682千円

減価償却費相当額 22,380千円

支払利息相当額 3,015千円

支払リース料 106,579千円

減価償却費相当額 99,637千円

支払利息相当額 6,207千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引  ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 

１年内 6,304千円

１年超 6,544千円

合計 12,849千円

  

１年内 2,042千円

１年超 2,451千円

合計 4,493千円



（有価証券関係） 

当中間会計期間末（平成17年９月30日現在） 

  当中間会計期間末において子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。   

前事業年度末（平成17年３月31日現在） 

  当事業年度より、連結財務諸表を作成しているため、当事業年度の有価証券の注記（子会社及び関連会社  

  株式で時価のあるものを除く）については、連結財務諸表の注記として記載しております。 

  なお、当事業年度末において子会社及び関連会社で時価のあるものはありません。  



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 64,006円41銭 

１株当たり中間純利益金額 3,066円86銭 

潜在株式調整後１株当たり中間純
利益金額 2,988円42銭 

１株当たり純資産額 131,143円34銭 

１株当たり当期純利益金額 22,470円37銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純
利益金額  21,765円61銭 

当社は、平成17年５月20日付で株式１株につき２株の株

式分割を行っております。 

なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の１株当たり情報については、以下のとおりとなりま

す。 

  

 前事業年度 

１株当たり純資産額 

65,571円67銭  

１株当たり当期純利益金額 

11,235円19銭  

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額  

10,882円81銭 

 

  
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

中間（当期）純利益（千円） 73,215 271,221 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 26,250 

（うち利益処分による役員賞与）  （－） （26,250） 

普通株式に係る中間（当期）純利益（千円） 73,215 244,971 

期中平均株式数（株） 23,873 10,902 

      

 潜在株式調整後１株あたり当期純利益金額     

 当期純利益調整額（千円） － － 

 普通株式増加数（株） 627 353 

 （うち新株予約権） (627) (353) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり中間（当期）純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

－ 

  

  

－ 

  

  



（重要な後発事象） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

構造計算書の偽装事件について 

 平成17年11月17日の国土交通省の発表による構造計算書

 の偽装事件に関連して、当社は平成17年12月8日に国土 

 交通省による建築基準法に基づく立入検査を受けており

 ます。 

 当社は建築基準法に定める業務規程および社内規程にし

 たがって審査していることを確認しておりますが、国土

 交通省の調査の結果、業務停止等の行政処分が下される

 場合があり、その内容等によっては、当社の業績に重要

 な影響を与える可能性があります。 

平成17年1月24日開催の当社取締役会の決議に基づき、次

のように株式分割による新株式を発行しております。  

１．平成17年5月20日付けをもって普通株式１株につき２

株に分割します。 

(１)分割により増加する株式数  

普通株式     11,892株  

 (２)分割方法 

平成17年３月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に

記載された株主の所有株式数を、１株につき２株の割

合をもって分割します。 

２．配当起算日 

平成17年４月１日  

当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前期に

おける１株当たり情報及び当期首に行われたと仮定した場

合の当期における１株当たり情報は、それぞれ以下のとお

りとなります。 

前事業年度  当事業年度 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額  

 28,485円05銭 65,571円67銭 

１株当たり当期純利益金額 １株当たり当期純利益金額

 12,584円60銭 11,235円19銭 

  潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額  

  10,882円81銭 
  

 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第６期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成17年12月22日 

日本ERI株式会社  

 取締役会 御中    

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 宮  直 人  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 筆 野  力  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日

本ERI株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年4月1日から

平成17年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、日本ERI株式会社及び連結子会社の平成17年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に、構造計算書の偽造事件に係る国土交通省の行政処分の内容等によっては、当社グループの業績

に重要な影響を与える可能性がある旨の記載がある。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以上  

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に

添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成17年12月22日 

日本ERI株式会社  

 取締役会 御中    

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 宮  直 人  印 

 
指定社員 

業務執行社員  
 公認会計士 筆 野  力  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日

本ERI株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第7期事業年度の中間会計期間（平成17年4月1日から平

成17年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、日本ERI株式会社の平成17年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年4月1

日から平成17年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に、構造計算書の偽造事件に係る国土交通省の行政処分の内容等によっては、当社の業績に重要な

影響を与える可能性がある旨の記載がある。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付

する形で別途保管しております。 
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